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「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」は 2015 年 7 月に世界文化遺産に登録され、

2025 年に 10 周年を迎えます。明治以降の日本の近代化において重要な役割を果たした産業遺産群であり、

19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけ、わずか 50 年余りの短期間で産業化を成し遂げた、

世界でも類を見ないプロセスを物語るものです。

全国 8県 11 市に点在する 23 の構成資産全体で世界遺産の価値を有しています。

What’ｓ? 「明治日本の産業革命遺産」

基調講演 登壇者

パネルディスカッション 登壇者

明治日本の産業革命遺産 その価値と次世代への継承 ～世界遺産登録10周年を迎えて～

　イギリスの独立行政法人イングリッシュ・ヘリテージの

元総裁。産業遺産分野では世界の第一人者。1983 年から

1986 年までグリニッジの国立海洋博物館の館長を、14 年

に渡りロンドンのサイエンス・ミュージアムの館長を務め

た。

　1994 年、博物館や遺産分野での業績により Sir の称号

を受け、1999 年には英国政府の世界遺産リストの作成に

携わり、数々の遺産の世界遺産登録に貢献。

　2008 年からは「九州・山口の近代化産業遺産群」世界遺産登録推進協議会（８県 11 市）

専門家委員会の統括委員長を務め、「明治日本の産業革命遺産」の推薦および世界遺産登

録へ貢献した。登録後は内閣官房産業遺産の世界遺産登録推進室のアドバイザーや「稼

働資産を含む産業遺産に関する有識者会議」の構成員として助言・指導を行っている。

　1992 年建設省入省後、住宅局・都市局を中心に建築・

住宅・まちづくり行政に従事、建築基準法、建築物省エネ

法、バリアフリー法、住宅品質確保法など数多くの法令の

改正・制定作業を担当。2007 年から 2010 年まで国連教育

科学文化機関（ユネスコ）本部出向。

　内閣官房産業遺産の世界遺産登録推進室において、登録

後企画官を務め、産業遺産情報センターの設立に向けた検

討業務などに携わった。

　このほか宝塚市役所、内閣府地方創生推進事務局などにも勤務。直近は国土交通省住

宅局建築指導課長として建築基準法、建築物省エネ法など建築法令の技術基準を総括。

2024 年 7 月より現職。

　1988 年文化庁文化財保護部建造物課文部技官、95 年同

調査官、99 年工学院大学工学部建築都市デザイン学科助

教授、2005 年同教授、11 年学校法人工学院大学常務理事、

17 年～ 2024 年 12 月同理事長。

2024 年 12 月より現職（総合研究所教授は 2018 年から）。

　専門は日本建築史、歴史的建造物の保存修復。

　主な著書に、『建築学の基礎 6　日本建築史』（共立出版）、

『都市の記憶を失う前に　建築保存待ったなし！』（白揚社、

共著）、『それでも木密に住み続けたい路地裏で安全に暮らすための防災まちづくりの極

意』(彰国社、共編著 )など。

　株式会社島津興業元代表取締役。島津興業入社後、薩摩

切子の販売、製造の責任者を経て、島津興業の副社長、社

長に就任し、島津の歴史を守り、活かした観光事業を推進

すると共に、鹿児島の歴史・文化価値の向上に努める。

　平成 11 年から集成館事業の再評価としての「薩摩ルネッ

サンス事業」を推進。

「明治日本の産業革命遺産」の世界文化遺産登録実現に尽

力した。

　現在は、県立美術館設立をはじめ、文化立県鹿児島を目指して様々に活動中。

　世界遺産コンサルタントで、特に産業遺産に造詣が深い。

27 年間にわたり世界遺産のアドバイザーを務め、過去 19

年間は、ヨーロッパと日本における 12 の世界遺産登録推

進に寄与してきた。

　また、メキシコ、カリブ海諸国、南アフリカ、アメリカ

合衆国、オーストラリアでも幅広く活動し、現在さらに４

件の推薦についてアドバイスを行っている。

　「明治日本の産業革命遺産」では 2006 年以来、推薦に関

与し、2008 年からは「九州・山口の近代化産業遺産群」世界遺産登録推進協議会（８県

11 市）専門家委員会の委員として、登録に向けた取組を支援、登録後はユネスコの勧告

への対応や各構成資産の保全等の取り組みについて助言・指導を行っている。

　元内閣官房参与。国際会議通訳を経て、米国 CBS ニュー

ス東京支社に勤務。ハーバードケネディスクール大学院都

市経済学修士課程（MCRP）を修了後、日本にて起業。国内

外の企業城下町の産業遺産研究に取り組む。

　著書「産業遺産」（日本経済新聞社 1998 年）ほか、世界

の企業城下町のまちづくりを鉱山・製鐵の街を中心に紹介。

「エコノミスト」「学塔」「地理」など各誌に論文、エッセー

を執筆。

 明治日本の産業革命遺産世界遺産登録推薦書をはじめ、明治日本の産業革命遺産ダイ

ジェストブックの執筆、「鉄がわかる本」「石炭がわかる本」「船がわかる本」「インター

プリテーションマニュアル」の監修、明治日本の産業革命遺産 AR マップなど、明治日本

の産業革命遺産関連の印刷物作成を多数手がける。

ニール ・ コソン
イングリッシュ・ヘリテージ元総裁 

卿 加藤 康子

産業遺産情報センター長
一般財団法人産業遺産国民会議専務理事

氏

今村 敬
内閣官房副長官補付内閣審議官

氏

後藤 治

工学院大学総合研究所教授
稼働資産を含む産業遺産に関する有識者会議委員

氏 島津 公保
一般財団法人産業遺産国民会議理事

氏

バリー ・ ギャンブル
稼働資産を含む産業遺産に関する有識者会議オブザーバー

氏

パネルディスカッション

にも登壇
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